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※ 本資料・講演内容は、講演者の見解を示すものであり、防衛省・自衛隊の見解を代表するものではありません。

退職予定自衛官に対する再就職支援の
実施状況、施策、取組について

令 和 ７ 年 ４ 月 ２ ５ 日
防衛省 陸上幕僚監部人事教育部

【＃３部会陸幕説明資料】
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１ 退職予定自衛官に対する再就職支援の実施状況
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趣 旨 陸上自衛隊における令和５年度就職援護状況を説明するもの。
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【 幹 部 】 【准尉・曹】 【 陸 士 】

区 分 退職者数 援護希望者数 援護希望率 援護実施率

定年制 ２，５０６人 １，８２３人 ７２．７％（↓3.0%） ９９．５％（↑0.1%）

任期制 １，７６１人 ７９４人 ４５．０％（↑4.0%） ９９．６％（↑0.4%）

【令和５年度 職種別就職状況】

総 括

○ 援護実施率は、概ね１００％を維持
○ 援護希望率は、定年制は約７０％台で推移。任期制は約４５％程度
○ 就職状況は、幹部は専門・技術及び事務職が約半数、准曹は製造業及び運転手
が約半数、陸士はその他サービス業が最多、次いで製造業が多い傾向

定年制は、応募認定を含む。任期制は、任期満了のみ 【凡例】 （ ）：前年比



２ 陸上自衛隊の就職援護施策
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総 括
就職援護施策は再就職への動機づけから直接的に再就職支援をする就職の援助

まで各種施策を整備

趣 旨

概 要

陸上自衛隊の就職援護施策について説明するもの。

就職援護施策

【凡例】 ：リスキリング



【凡例】 ：能力付与（リスキリング）、 ：機会付与

２ 陸上自衛隊の就職援護施策
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趣 旨 陸上自衛隊の就職援護施策について説明するもの。

業務管理教育 技能訓練

インターンシップ 合同企業説明会（任期制）

目 的
再就職先となる職域の拡大、再就職者の早期

離職防止及び企業に対する自衛官の有用性周知

１佐（小平学校） ２佐以下（各方面隊）

目 的
隊務を通じて修得した管理能力の社会適応性

を高め、再就職への自信を付与
目 的

離職後必要となる技能について、資格試験等
に合格すると認められる程度の能力を付与

目 的
企業の実態、企業ニーズ等を把握させ、円滑

な再就職準備を促進

北海道
（札幌地本担任）

首都圏
（民間委託会社担任）介護実習会社説明（保険業）

ボイラー技士玉掛け・クレーン



３ 陸上自衛隊の就職援護広報
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総 括
退職予定自衛官の有用性の理解促進、企業主等の認知度向上、退職予定隊員への

再就職に関する動機付けを実施し、若年定年等隊員の就職基盤を拡充

趣 旨 陸上自衛隊の就職援護広報について説明するもの。



３ 陸上自衛隊の就職援護広報
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総 括
企業主等を部隊見学・部内行事等に招へいし、自衛隊及び自衛隊員に関する理解

と評価を得て、援護基盤を拡充

趣 旨 企業主等の招へいについて説明するもの。

空挺団研修（航空機体験搭乗）

富士総火演研修（訓練展示）

空挺団研修（跳出塔訓練体験）

武器学校研修（戦車搭乗）



３ 陸上自衛隊の就職援護広報
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総 括
ホームページ、パンフレット、援護広報ビデオ等を活用し、自衛官が培ってきた

知識・技能・経験への理解を促進し、援護基盤を拡充

趣 旨 陸上自衛隊で作成等している各種広報媒体について説明するもの。

ホームページ パンフレット

援護広報ビデオ カレンダー・各種グッズ

陸上自衛隊公式Ｗｅｂサイト

地方自治体Ver.企業向けVer.

ダイジェスト 幹部自衛官任期制自衛官

准曹自衛官 再先任上級曹長 自治体防災職


